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真に地域ニーズに応える変革の第一歩を
全老健副会長、介護老人保健施設アメニティ西岡理事長

西澤　寛俊

平成24年 4 月に診療報酬・介護報酬同時改定

が行われた。介護報酬改定は、全体でプラス

1.2％、うち施設はプラス0.2％と示されたが、介

護職員処遇改善交付金相当の2.0％を除くと、実

質マイナス0.8％である。誠に遺憾な結果であ

る。今後、必要な見直しについては 3年後の次回

改定を待たず、積極的に要望を行っていく必要が

あるだろう。

ところで、今改定において基本的な視点として、

①地域包括ケアシステムの基盤強化、②医療と介

護の役割分担・連携強化、③認知症にふさわしい

サービス提供の 3つが挙げられている。このなか

でわれわれが注目すべきは、やはり地域包括ケア

システムである。つまり、その構築に向けた具体

的な第一歩が踏み出された点にあろう。

ご存じのとおり、この流れは地域包括ケア研究

会が平成22年 3 月に提出した報告書のなかの

「2025年に実現を目指すべき地域包括ケアシステ

ムの姿」に基づいている。

それは、地域住民が住居の種別（従来の施設、

有料老人ホーム、グループホーム、高齢者住宅、

自宅）にかかわらず、おおむね30分以内（日常生

活圏域）に生活上の安全・安心・健康を確保する

ための多様なサービスを24時間365日を通じて利

用しながら、病院等に依存せずに住み慣れた地域

での生活を継続することが可能な社会の実現であ

り、この社会を実現するためのシステムが、地域

包括ケアシステムということになる。

平成24年 2 月に、当協会が『2025年のあるべ

き「介護老人保健施設」の姿』という報告書をま

とめた。これは山田和彦会長の諮問に対して、

「老人保健施設の総合的な将来の在り方検討懇話

会」が中間報告として提出したものである。

このなかで、地域包括ケアシステムの中核施設

の役割を踏まえた上で、この中心的な目標である

在宅復帰機能、要介護者の在宅生活支援を医療面

から果たせる機能を持ち、入所者と在宅生活者の

双方にリハビリテーションを提供できる老健施設

に対する期待は大きいと評価している。

また提言において、入所・通所という本来のサ

ービスに加えて、現在の地域包括支援センター、

そして訪問看護、訪問リハビリテーション、訪問

介護等の訪問サービス、さらに地域の実情に応じ

ては住居サービスを提供できる機能も持つべきと

示唆している。

老健施設の多機能化については、昔から主張し

てきたところである。一つの施設のなかにそれぞ

れの地域のニーズにあった機能を持たせ、かつ、

機能ごとに評価する仕組みを導入すべきと繰り返

してきた。

介護保険制度の創設の際に議論となった施設類

型化において、既存施設の根拠法や設置主体の違

い、そして税制、補助金等々の問題が解決できず

に介護保険施設は現在の 3種類に分けられた。そ

の結果、各施設には本来のニーズと適合しない利

用者が混在する結果となった。

地域包括ケアシステムがこの轍
てつ

を踏まぬよう、

執行部としては今後の進展を注視するとともに、

積極的に関与し、真に地域住民が満足できる

システムの構築に努力を払わなければなら

ない。

最後に、多機能化について、従来は入所を軸に

語られることが多かった。しかし今回は、先の提

言にもあるとおり、在宅支援機能の整備にまで及

ぶ。施設によっては大規模多機能化をめざすとこ

ろもあるだろうが、地域のニーズ、自施設の状況

等を分析して、それぞれの地域において適正と思

われる多機能化をめざすべきである。

今改定はわれわれに対しても、変革の第一歩を

踏み出すよう求めていることを忘れてはならない。


